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ガス事業の現状についてガス事業の現状についてガス事業の現状について

参考資料１
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・ガス事業法に基づく許可により、供給区域内の需要家に対し導管によりガス（主に天然ガス）を
供給する一般ガス事業と、供給地点群の需要家に対し簡易なガス発生設備（特定ガス発生設
備）を用いて導管によりガス（主にＬＰＧ）を供給する簡易ガス事業が存在。（このほか、ガス事業
法の規制を受けないＬＰガス販売事業（「液石法」（※）による規制対象）が存在）

・導管等の二重投資を回避する観点から、供給区域での独占供給を認める一方、その独占的経
営に伴う弊害を取り除き、主として小口需要家を保護する観点から、国が供給義務を課し、原則
として、認可を受けた料金（原則、総括原価主義に基づく）その他の供給条件（供給約款）での供
給が事業者に義務付けられている。

・ガス事業法に基づく許可により、供給区域内の需要家に対し導管によりガス（主に天然ガス）を
供給する一般ガス事業と、供給地点群の需要家に対し簡易なガス発生設備（特定ガス発生設
備）を用いて導管によりガス（主にＬＰＧ）を供給する簡易ガス事業が存在。（このほか、ガス事業
法の規制を受けないＬＰガス販売事業（「液石法」（※）による規制対象）が存在）

・導管等の二重投資を回避する観点から、供給区域での独占供給を認める一方、その独占的経
営に伴う弊害を取り除き、主として小口需要家を保護する観点から、国が供給義務を課し、原則
として、認可を受けた料金（原則、総括原価主義に基づく）その他の供給条件（供給約款）での供
給が事業者に義務付けられている。
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2808万件需要家件数

私営（大半が中小企業）

公営
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9社

1637社事業者数

152万件需要家件数

簡易ガス事業

数字は平成１９年３月３１日現在

※液石法＝液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

一般ガス事業及び簡易ガス事業について一般ガス事業及び簡易ガス事業について
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307億m3/年
（平成19年3月31日現在)

ガス販売量

約2,600万件約152万件
（平成19年3月31日現在)

約2,808万件
（平成19年3月31日現在)

需要家件数
(メーター取付数)

24,622事業者
（平成19年3月31日現在)

1,637事業者
（平成19年3月31日現在)

213事業者（平成19年3月31日現在)

（うち公営事業者 33者）
事業者数

LPガス販売事業簡易ガス事業一般ガス事業

（注）一般ガス事業は46MJ(約11,000kcal)、

簡易ガス事業及びLPガス販売事業は100.4652MJ(24,000kcal)換算。

我が国のガス産業の構造我が国のガス産業の構造
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我が国のガス供給区域我が国のガス供給区域

○ガス事業者の供給区域は日本の国土の
約５．５％。

○東京ガスや大阪ガス等の大手４社がガ
ス総需要量の約８割を供給。
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（注）１．販売量は46MJ
２．（ ）内の数値は構成比（％）、【 】内の数値は前年度比(%)

一般ガス事業における用途別販売量の推移一般ガス事業における用途別販売量の推移

◎販売量は、1995年度から2006年度の11年間で約1.6倍に増加。

◎用途別では、工業用約2.4倍、商業用約1.4倍、家庭用約1.1倍に増加。

◎販売量は、1995年度から2006年度の11年間で約1.6倍に増加。

◎用途別では、工業用約2.4倍、商業用約1.4倍、家庭用約1.1倍に増加。

(8.2%)
【▲3.5%】

(48.7%)
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(14.2%)
【▲2.2%】

(28.9%)
【▲1.6%】
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一般ガス事業における需要家一件当たり販売量の推移一般ガス事業における需要家一件当たり販売量の推移

（出典：ガス事業便覧）
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ＬＮＧＬＮＧ輸入価格と都市ガス平均販売価格の推移輸入価格と都市ガス平均販売価格の推移

(販売単価: 円/41.8605MJ) (輸入価格: 円/トン)

・ガス事業の小売自由化が開始された平成７(1995)年度以降、ＬＮＧ輸入価格は上昇傾
向で推移しているものの、ガスの平均販売価格は低下傾向で推移している。

・ガス事業の小売自由化が開始された平成７(1995)年度以降、ＬＮＧ輸入価格は上昇傾
向で推移しているものの、ガスの平均販売価格は低下傾向で推移している。

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

110.00

120.00

130.00

140.00

150.00

160.00

56
年度

57 58 59 60 61 62 63 元年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

円
／

4
1

.8
6

0
5

M
J

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

円
／

ト
ン

平均販売単価

ＬＮＧ輸入価格



9

標準家庭のガス料金推移（原料費調整後）標準家庭のガス料金推移（原料費調整後）

・ＬＮＧ輸入価格は上昇傾向で推移しているものの、標準家庭のガス料金は料金引き下
げ改定を実施した結果、微増で推移している。

・ＬＮＧ輸入価格は上昇傾向で推移しているものの、標準家庭のガス料金は料金引き下
げ改定を実施した結果、微増で推移している。

※ 標 準 家 庭 の ガ ス 料 金 と は
１ ヶ 月 の ガ ス 使 用 量 を ３ ４ m 3(46 .04655M J)と し た 場 合 の 料 金 (＝ 基 本 料 金 ＋ 従 量 料 金 × ３ ４ ）（税 込 み ）
消 費 税 は ９ ７ 年 ３ 月 ま で は ３ ％ 、 ９ ７ 年 ４ 月 以 降 は ５ ％
H 18 .2 .21標 準 熱 量 引 き 下 げ に 伴 い 、 ３ 月 以 降 は １ ヶ 月 の ガ ス 使 用 量 は 34m 3（45Ｍ Ｊ）と な っ た 。
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▲ 4.62%
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▲ 0.87%
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▲ 2.00%

料 金 改 定
▲ 5.18%

料 金 改 定
▲ 0.28%

料 金 改 定
▲ 2.33%
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▲ 2.00%
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＜九州・沖縄＞
最大格差 １．４３倍（１．４３倍）
西部ガスとの格差 １．３１倍
平均料金 １５８．６３円／ｍ３
月間家庭用販売量 九州 ２２．４２ m3／月

沖縄 １３．８８ m3／月

（注）
①最大格差：域内の最高と最低を比較（括弧内は私営事業者間の比較）
②大手４社と域内最高との比較
③比較のベースとなる料金は、

・平成１８年８月１日現在の供給約款の基準単位料金を用いて算定
・月間使用量５５m3＜41.8605MJ(10,000kcal換算)＞の料金

④平均料金は、平成１７年度の小口平均価格＜41.8605MJ(10,000kcal換算)＞
（出典：ガス事業便覧 平成１８年版）

⑤平成１７年の１件あたりの月間家庭用ガス販売量
※【販売量<41.8605MJ(10,000kcal換算)>／取付ﾒｰﾀｰ数／１２月】

＜関東＞
最大格差 ２．４６倍（２．３１倍）
東京ガスとの格差 １．７２倍
平均料金 １０７．６１円／ｍ３
月間家庭用販売量 ３４．１４ m3／月

＜中部・北陸＞
最大格差 １．４５倍（１．４５倍）
東邦ガスとの格差 １．４５倍
平均料金 １２４．４６円／ｍ３
月間家庭用販売量 中部 ３０．８３m3／月

北陸 ２１．５９m3／月

＜近畿＞
最大格差 １．８１倍（１．８１倍）
大阪ガスとの格差 １．８１倍
平均料金 １１０．４３円／ｍ３
月間家庭用販売量 ３２．０３ m3／月

＜北海道＞
最大格差 １．６６倍（１．６６倍）
平均料金 １４５．９５円／ｍ3
月間家庭用販売量 １８．３４m3／月

＜東北＞
最大格差 １．９７倍（１．６４倍）
平均料金 １４７．６３円／ｍ３
月間家庭用販売量 ２７．１９m3／月

＜中国・四国＞
最大格差 １．３８倍（１．３８倍）
平均料金 １５７．５７円／ｍ３
月間家庭用販売量 中国 ２３．６０m3／月

四国 ２１．２９m3／月

一般ガス料金の国内地域間格差

• 一般ガス事業者の全国ベースでの料金格差は、最大２．８１倍（１m3あたりの料金で８４．３３円～２３７．３６円

まで分布）で、平成１５年２月時点調査の最大２．９７倍と比べ改善されている。なお、事業形態が異なる公営ガ
ス事業者（公営ガス事業者から譲渡を受けた場合も含む。）を除く私営事業者間の格差は２．６５倍となる。

• 地域間格差が生じる要因としては、気温（水温）、人口密度（町の集積度）、産業構造（大規模需要の有無）と
いった地域特性や公営・私営といった経営形態などが考えられる。

• 一般ガス事業者の全国ベースでの料金格差は、最大２．８１倍（１m3あたりの料金で８４．３３円～２３７．３６円

まで分布）で、平成１５年２月時点調査の最大２．９７倍と比べ改善されている。なお、事業形態が異なる公営ガ
ス事業者（公営ガス事業者から譲渡を受けた場合も含む。）を除く私営事業者間の格差は２．６５倍となる。

• 地域間格差が生じる要因としては、気温（水温）、人口密度（町の集積度）、産業構造（大規模需要の有無）と
いった地域特性や公営・私営といった経営形態などが考えられる。
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ガス価格の内外価格差（平均為替レートベース）ガス価格の内外価格差（平均為替レートベース）

ガス市場の小売自由化開始後、多くの国との比較において価格差は縮小。

家庭用においても、選択約款料金の適用等により欧米との価格差は大幅に縮小。
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（使用量600m3/年の場合:2005年）

家庭用は年間約1,600m3、産業用は年間約93万m3の需要家を想定して単価を算出。
海外データはＩＥＡ/Energy Price&Taxes 3rd Quarter 2006から引用。 （※は1994→2000年のデータ）

日本の価格は、大手３社（東京、大阪、東邦）の実績から、選択約款の適用などを考慮して資エ庁が推計した実勢単価。
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液化石油ガス等小規模導
管供給事業が発達

競争段階における損失を
ガスの使用者に転嫁され
るケースが生じた

総合エネルギー調査会
ガス部会

「液化石油ガス等小規
模導管供給に対する法
規制のあり方」の答申

地方ガス事業調整協議会を廃止し、需
要家利益の阻害性及びガス工作物の
過剰性の判断基準を運用上明確化

↓
通達
「一般ガス事業者の供給区域内におけ
る簡易ガス事業許可等申請審査要領」

原料選択の拡大
↓

通達
「簡易ガス事業の一般ガ
ス事業への転換等に関す
る許可基準等について」
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八
年
頃

平
成
十
一
年

昭
和
四
三
年

平
成
一
六
年

昭
和
四
五
年

ガス事業法改正により簡易ガス事業創設

簡易ガス事業とは
・一般の需要に応じ
・簡易なガス発生設備でガスを発生させ
・導管によりこれを供給する事業
・ガスの供給地点が７０戸以上の事業

特定ガス大口供給の制定

簡易ガス事業に係る制度及びその変遷
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1,928,926供給地点数

7,886供給地点群数

1,637簡易ガス事業者数

平成１８年度末

簡易ガス事業関連データ簡易ガス事業関連データ

供給地点群数、供給地点数の推移（対前年度比）

98.0

99.0

100.0

101.0

102.0

103.0

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

地点群数 地点数

年度別簡易ガス事業者数

1,637

1,827
1,804

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

調定率の推移

71.0%

71.5%

72.0%

72.5%

73.0%

73.5%

74.0%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

※調定率＝調定数／供給地点数

（調定数とは現に供給している需要家数）

【主な減少要因】

●事業者数の減 ： 供給設備の更新費用の捻出、主任技術者の確保が困難なため大手事業者に売却

●供給地点群数の減 ： 社宅の売却、老朽家屋の取り壊し、宅地開発の減

●調定数の減 ： リゾートマンションへの供給、電化・LPへの切替
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我が国のパイプライン・ＬＮＧ基地等の現状

仙台LNG基地

（仙台市ガス局）
80,000kl(1基)

袖ヶ浦LNG基地

東京ガス・東京電力
2,660,000kl(35基)

富津LNG基地

東京電力
1,100,000kl(10基)

東扇島LNG基地

東京電力
540,000kl(9基)

扇島工場
東京ガス
600,000kl(3基)根岸工場

東京ガス・東京電力
1,180,000kl(14基)

清水LNG(袖師)基地

清水ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
177,200kl(2基)

知多LNG事業所

知多ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
640,000kl(7基)

知多LNG共同基地

中部電力・東邦ガス
300,000kl(4基)

知多緑浜工場
東邦ガス
200,000kl(1基)

東新潟LNG基地

日本海ｴﾙ･ｴﾇ・ｼﾞｰ
720,000kl(8基)

四日市LNGｾﾝﾀｰ

中部電力
320,000kl(4基)

泉北第一LNG基地

大阪ガス
180,000kl(4基)

泉北第二LNG基地

大阪ガス
1,585,000kl(18基)

姫路製造所
大阪ガス
740,000kl(8基)

廿日市工場
広島ガス

170,000kl(2基)

柳井LNG基地

中国電力
480,000kl(6基)

大分LNG基地

大分ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
460,000kl(5基)

戸畑LNG基地

北九州ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
480,000kl(8基)

福北工場
西部ガス

70,000kl(2基)

長崎工場
西部ガス

35,000kl(1基)

鹿児島工場
日本ガス
86,000kl(2基)

・ＬＮＧ基地（稼働中）

・内航船用サテライト基地（稼働中）

・ＬＮＧ基地（計画・建設中）

・主要導管網

・計画・建設中導管

（出典）事業者資料等

・サテライト基地（稼働中/建設中）/

川越LNG基地

中部電力
480,000kl(4基)

四日市工場
東邦ガス

160,000kl(2基)
姫路LNG管理所

関西電力
520,000kl(7基)

堺ＬＮＧセンター
堺ＬＮＧ

420,000kl(3基)

水島ＬＮＧ基地
水島エルエヌジー

160,000kl(1基)

坂出ＬＮＧ基地
坂出ＬＮＧ

平成２２年（予定）

上越火力発電所
中部電力

平成２４年（予定）

和歌山発電所
関西電力
平成29年以降（予定）

吉の浦火力発電所
沖縄電力

平成２２年（予定）

函館みなと工場
北海道ガス

5,000kl（1基）

八戸ＬＮＧ基地
新日本石油
4,500kl（1基）

岡山ガス築港工場
岡山ガス

7,000kl（1基）

四国ガス高松工場
四国ガス
10,000kl（１基）

上越ＬＮＧ基地
帝国石油

180,000kl(2基)
平成２５年（予定）

仙台LNG基地

（仙台市ガス局）
80,000kl(1基)

袖ヶ浦LNG基地

東京ガス・東京電力
2,660,000kl(35基)

富津LNG基地

東京電力
1,100,000kl(10基)

東扇島LNG基地

東京電力
540,000kl(9基)

扇島工場
東京ガス
600,000kl(3基)根岸工場

東京ガス・東京電力
1,180,000kl(14基)

清水LNG(袖師)基地

清水ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
177,200kl(2基)

知多LNG事業所

知多ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
640,000kl(7基)

知多LNG共同基地

中部電力・東邦ガス
300,000kl(4基)

知多緑浜工場
東邦ガス
200,000kl(1基)

東新潟LNG基地

日本海ｴﾙ･ｴﾇ・ｼﾞｰ
720,000kl(8基)

四日市LNGｾﾝﾀｰ

中部電力
320,000kl(4基)

泉北第一LNG基地

大阪ガス
180,000kl(4基)

泉北第二LNG基地

大阪ガス
1,585,000kl(18基)

姫路製造所
大阪ガス
740,000kl(8基)

廿日市工場
広島ガス

170,000kl(2基)

柳井LNG基地

中国電力
480,000kl(6基)

大分LNG基地

大分ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
460,000kl(5基)

戸畑LNG基地

北九州ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ
480,000kl(8基)

福北工場
西部ガス

70,000kl(2基)

長崎工場
西部ガス

35,000kl(1基)

鹿児島工場
日本ガス
86,000kl(2基)

・ＬＮＧ基地（稼働中）・ＬＮＧ基地（稼働中）

・内航船用サテライト基地（稼働中）

・ＬＮＧ基地（計画・建設中）

・主要導管網

・計画・建設中導管

・サテライト基地（稼働中/建設中）/ ・サテライト基地（稼働中/建設中）/

川越LNG基地

中部電力
480,000kl(4基)

四日市工場
東邦ガス

160,000kl(2基)
姫路LNG管理所

関西電力
520,000kl(7基)

堺ＬＮＧセンター
堺ＬＮＧ

420,000kl(3基)

水島ＬＮＧ基地
水島エルエヌジー

160,000kl(1基)

坂出ＬＮＧ基地
坂出ＬＮＧ

平成２２年（予定）

上越火力発電所
中部電力

平成２４年（予定）

和歌山発電所
関西電力
平成29年以降（予定）

吉の浦火力発電所
沖縄電力

平成２２年（予定）

函館みなと工場
北海道ガス

5,000kl（1基）

八戸ＬＮＧ基地
新日本石油
4,500kl（1基）

岡山ガス築港工場
岡山ガス

7,000kl（1基）

四国ガス高松工場
四国ガス
10,000kl（１基）

上越ＬＮＧ基地
帝国石油

180,000kl(2基)
平成２５年（予定）
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自らが維持・運用する特定導管（経済産業省令で定める一定規模以上の供給能力を有する導管）によりガスの供給（卸供給、託送供
給及び大口供給）を行う事業

【制度創設の主旨】
我が国の導管網が、一部の長距離導管網を除き大半が需要密集地を核として各々地域的に形成されており、欧米に比べて

輸送導管網の発達が不十分である状況を踏まえ、我が国における今後のガス市場を活性化させ、公正な競争を促進することを
目的として、導管網の設置と独立した導管網の相互の連結を促すとともに、導管網の第三者利用に関する公正なルールを整備
拡充し、ガスの小売及び卸売に使用する導管を公平に取り扱う観点から創設されたもの。

ガス導管事業とは（ガス事業法第２条第５項：平成１６年改正において創設）

（出典）ガス導管事業（変更）届出書

ガス導管事業についてガス導管事業について

ガス導管事業者の導管敷設状況 （平成１８年度末現在）

高圧 中圧 低圧

　１.0MPa 0.1MPa以上 0.1MPa 計
　　以上 1.0MPa未満 未満

帝国石油㈱ 1,278 74 0 1,352
石油資源開発㈱ 720 31 0 751
東京電力㈱ 122 34 0 156
中部電力㈱ 81 20 0 101
秋田県天然瓦斯輸送㈱ 0 58 0 58
九州ガス圧送㈱ 0 52 0 52
瀬戸内パイプライン㈱ 37 0 0 37
三愛石油㈱ 0 31 0 31
南富士パイプライン㈱ 31 0 0 31
東北天然ガス㈱ 30 0 0 30
関東天然瓦斯開発㈱ 0 15 0 15
エア・ウォーター㈱ 10 2 0 12
㈱エヌ・エナジー 0 13 0 13
日本海洋石油資源開発㈱ 9 0 0 9
川崎ガスパイプライン㈱ 5 0 0 5
㈱オンサイト・エネルギーサービス静岡 0 3 0 3
関西電力㈱ 18 0 0 18
新日本石油㈱ 0 5 0 5

2,678合　　計(18事業者) 2,341 337 0

導管総延長数（単位：km)

事業者名



16

1,310 1,300
1,331

1,397
1,443

1,586
1,632

1,716

2,214

1,816

1 , 9 4 1
1,9851,973

2 , 0 7 0

1,898

1 , 2 8 1

2 ,3 4 1

2 ,1 5 2

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

一般ガス事業者 ガス導管事業者

■自由化以後の高圧導管敷設延長は順調に増加。
■平成１８年度におけるガス導管事業者の高圧導管敷設延長は２，３４１㎞、一般ガス事業者の高圧導管敷設延長は１，９４１㎞。

■自由化以後の高圧導管敷設延長は順調に増加。
■平成１８年度におけるガス導管事業者の高圧導管敷設延長は２，３４１㎞、一般ガス事業者の高圧導管敷設延長は１，９４１㎞。

一般ガス事業者：平成７～平成１７年度までは「ガス事業便覧」、平成１８～平成２１年度までは各事業者の「平成１９年度供給計画」等
ガス導管事業者：「ガス導管事業（変更）届出書」（ガス導管事業（変更）届出書は、事業を営もうとするときに届け出るものであるため、計画中の導管も含まれる）

（km）

（出典）

（注）ガス事業便覧の公表方法の変更等に伴い、平成１６年度までは年末（１２月末）、平成１７年度からは年度末（３月末）の数値を記載。

（年度）（注）

■ガス導管事業者における高圧導管敷設延長は、平成16年末と比較し
て、平成18年度末で１８９km増（約1. 09倍）、年平均では９４．５ｋｍ増。

■届け出られた主なガス導管
帝国石油 新青梅ライン 約71km
瀬戸内ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ 水島福山ライン 約40km
中部電力 三重・滋賀ライン 約36km

■一般ガス事業者における高圧導管敷設延長は、平成7
年末と比較して、平成18年度末で６６０km増（約1.52倍）、
年平均では６０．０ｋｍ増、平成21年度末（予定）で７８９
km増（約1.62倍）、年平均では５６．４ｋｍ増。

■上記の平成７年末から平成２１年度末（予定）までの高
圧導管敷設延長は、新幹線で東京駅から福山駅（広島
県）ぐらいまでの距離。

■また、平成１８年度末と比較して、平成２１年度末（予定）
で１２９ｋｍ増（約1.07倍）、年平均では４３．０ｋｍ増。

一般ガス事業者及びガス導管事業者の高圧導管敷設延長の推移一般ガス事業者及びガス導管事業者の高圧導管敷設延長の推移
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100.014,553,20017127計

21.03,057,200347そ の 他

28.44,140,000533一般ガス・電気事業者共同所有

23.73,450,000406電 気 事 業 者 所 有

26.83,906,0004411一 般 ガ ス 事 業 者 所 有

シェア(％)貯蔵容量（ｋｌ）タンク数基地総数

我が国のＬＮＧ基地の概要我が国のＬＮＧ基地の概要

●基地利用要領作成状況
《作成》２３基地
《検討中》４基地

●基地所有事業者数：１８事業者
●基地利用要領作成事業者：１４事業者

《東京瓦斯、東邦瓦斯、大阪瓦斯、西部瓦斯、広島ガス、東京電力、中部電力、関西電力、中国電力、日本海エル・
エヌ・ジー、知多エル・エヌ・ジー、堺エル・エヌ・ジー、大分エル・エヌ・ジー、北九州エル・エヌ・ジー》

（出典）事業者資料等
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ガス事業の制度改革についてガス事業の制度改革について

◎平成7年に200万㎥以上の需要家を対象に自由化を開始。以後、11年、16年と段階的
に自由化範囲を拡大。

◎19年4月からは、10万㎥以上までを自由化対象範囲とする４度目の制度改革を実施。

◎平成7年に200万㎥以上の需要家を対象に自由化を開始。以後、11年、16年と段階的
に自由化範囲を拡大。

◎19年4月からは、10万㎥以上までを自由化対象範囲とする４度目の制度改革を実施。

※（ ）内の数字は大手１０社のガス販売量に占める大口供給販売量の割合及び対象需要家件数（調定件数）平成１７年度実績

小売自由化範囲の拡大小売自由化範囲の拡大

家庭用、小口業務用 等

２００万・
(約45％、1,000件)

１００万・
(約49％、1,800件)

１０万・未満
(100％、約2,022万件)

平成7年3月～

平成11年11月～

平成16年4月～

平成19年4月～

５０万・
(約53％、3,000件)

１０万・
(約59％、10,600件)

大規模工場等

製造業全般
大規模商業施設
等

中規模工場
シティホテル 等

小規模工場
ビジネスホテル
等

年間契約ガス使用量大規模 小規模
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○ 平成19年4月から、自由化範囲拡大。

（年間契約ガス使用量50万m3以上→10万m3以上へ拡大）

HOTEL

※上位10社で2,837件→10,611件に（平成17年度）

• 自由化対象需要家件数は、約3.7倍に（※）。

• 新たに病院、ホテル、スーパー銭湯、スポーツ施設等と
いった中規模の熱・空調用需要家が自由化の対象に。

• 自由化範囲の拡大により新たに自由化範囲に含まれるこ
ととなった需要家は、価格交渉、複数のガス供給者に対す
る見積聴取、柔軟な契約交渉（複数の大口需要について
一括交渉等）等が可能に。

今次のガス自由化範囲拡大について今次のガス自由化範囲拡大について




